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こ‘‘

ここに， INTERNATIONAL TAXATION （国際

税務）の発刊にあたりご挨拶を申し上げます。

ご承知のように，今日生起する問題は，わが

国の置かれている環境からみて，常に国際的視

野に立ち，国際的動向を踏まえたうえでなけれ

ば的確な解決は到底できない実情にあります。

このことは，税務問題についても例外ではあ

りません。そして，諸外国の税制は海外におい

て事業活動を営む企業に対する課税問題に直接

関連することことはもちろんでありますが，国

内における税務問題についても，税制の国際比

較が重視され，また海外における税制改正の動

きに注目されていることは周知の通りでありま

す。さらに諸外国の課税がどのように行われて

いるかの検討も，欠くことのできないものとさ

れているところであります。

ところで，国際租税の問題については，一部

の機関や有識者の間では既に関心をもち，ま

た，研究もなされているところでありますが，

挨 拶

国際税務研究会々長 絹l具！ 叶i

これらはいわば協力体制になく，個別的なもの

となつている憾みがあります。

このことは，国際課税に関する専門的な研究

誌が存しないこともその証左といえましよう。

このたび「週刊税務通信」の発行母体である

税務研究会が創立35周年を迎え，その主要な記

念事業として「国際税務研究会」を設立し，こ

の事業をすすめるため，ここに本誌を刊行する

ことになりました。

本誌は，諸外国の税制，租税条約の他，企業

に関する国際課税問題の調査研究の成果を掲載

しますが，特に実務的な面を重視したいと考え

ております。

本誌の編集は斯界の権威者と知られている武

田昌輔，小松芳明の両氏が責任をもつてこれに

当ります。

われわれは「バック ・ナンバーが欲しい」を

キャッチフレーズに，本誌の記事内容について

は，国内の権威者はもちろん，海外の租税専門

家からの寄稿を仰ぎ，読みごたえのあるものと

することを念願としております。

われわれの以上の趣旨をご理解のうえ，ここ

に皆様の心からのご協力を期待する次第であり

ます。

（海外経済協力基金総裁）

ということを数年前に来日したハーバード大学のサリ

ー教授に質問したところ，当然のごとく課税所得と企

業利益は別ものだとの答であった。これなども，筆者

のアメリカの国民性の知識の欠如によるものと考えさ

◇ 諸外国との税制上の問題も社会制度の一つである せられた。

以上，その国の由つて来たる歴史的，社会的な風土を ◇ こんなことを考えると，大海の水をいかにして飲

理解しなければ，本当に理解したことにはならない。 むかというようなものであるが，飲めるだけ飲むとい

したがつて，まずそのことについて理解することが必 う考えで，本誌は手近な，実務的なところから始める

要である。 ことにしました。地味ではありますが，実務を中心と

◇ わが国の法人税は，いわゆる確定決算主義によっ した身近な，役に立つ雑誌としたいと念願しておりま

ているが，アメリカではこれによらない理由はどうか す。心から御支援下さい。
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創刊に 寄せて

吉国二郎

私の尊敬する友人の二人，武田昌輔成誤大学教授と小松芳明亜

細亜大学教授を中心に国際租税に関する研究会が組織され，その

研究成果等を発表する機関誌 International Taxationの創刊号

がこの程発行のはこびとなった。

世界経済との関連なしにはわが国の経済を語れない程，国際交

流が密接となった昨今， 真に時宜に適した企画だと慶賀に耐えな

vヽ
゜

国際租税の問題の中心は，当然ながら複数国

間に亘る経済活動に関して発生する国際二重課

税排除の問題と国際間の活動を利用した脱税の

防止の問題だと思う。

人的な租税を実施している国では．居住者に

はその全体の課税標準額を対象に，非居住者に

は自国内で発生する課税標準額を対象にして課

税するのが通例だと思う 。そこに国際二重課

税発生の契機があるわけだ。つまり，仮にAB

両国間内で事業を行っている法人についていう

と，居住地国であるA国では，その法人の全所

得 (AB両国間を通じての所得）に課税され，

非居住地国の B国では， B国内で発生する所得

に課税を受けることになる。後者が仮に全所得

の50％を占めるとすれば，両国の課税の結果，

この法人は自らの所得の 150％を課税標準額と

して課税されることになる。

これは明らかに不合理でもあり，また，国際

的経済交流に対する重大な阻害原因ともなるだ

ろう。第一次世界大戦後に成立した国際連盟が

この問題を採り上げて，二国間の条約によるニ

重課税排除を提案し，これを推進した。第二次

大戦後は，国際連合， OECDが引き続きこれ

を推進し，そのためのモデル条約も制定され，

各国の専門家の協議で，その内容の改善が続け

られている。

前にも述べたように，この二重課税の排除と

ともに，国際的経済活動を利用する脱税につい

ても国際協力によって，防止する体制が着々と

整えられている。

国際二重課税排除と租税の逍脱の防止のため

の条約を締結するための交渉は，外務・大蔵両

省の担当者によって行われることになってい

る。事柄の性質上，実質的内容についての協議

は大蔵省側が担当する場合が多い。

大蔵省には主税局に国際租税課がおかれてい

る。戦後この種の租税条約は数十力国との間で

締結された。私も一時，国際租税課長を兼務し

たりして，何回か租税条約締結の交渉に参加し

ことがある。

何しろ，各国の租税法にはいろいろ違いがあ

り，条約をそれに擦り合わせてゆくことは難か

しいし，二重課税を排除するについての双方の

譲歩の程度については国益が絡んでくるので，

交渉は可成り難航することが多いようだ。

一方，課税の公平とか徹底をはかる段になる

と双方が一緒になって知恵を出し合うという場

面も少なくない。英国との交渉のときのことだ

が，イギリスでは英国民 (BritishSubject)とそ

れ以外の居住者では若干課税上の差異があり，

条約の一般的な居住者取扱の条項では課税の脱

漏が生ずる恐れが生じた。英国側は，お互同志

大議論の末，何とかその穴を塞ぐ案を作り上げ

た。考えてみると自国居住者の負担が重くなる

わけだが，さすがに税務専門家らしく，税の公

平には厳しいものだと感じ入ったことを覚えて

いる。 （横浜銀行頭取 国際税務研究会顧問）




